
古賀市分別収集計画 

平成２２年６月１６日 

 

１ 計画策定の意義 

大量生産・大量消費・大量廃棄の社会経済システムと利便性を追求したライフスタ

イルにより、人類が自然環境に与える影響は見逃せないものになってきている。この

ような状況のなか、快適で安全な生活環境を確保しつつ、多様な自然環境を守りつづ

けていくためには、これまでのライフスタイルを見直し、循環を基調としたまちづく

りを進めることが不可欠であり、市民や民間団体、事業者、市がそれぞれの立場でそ

の役割を認識し、まちづくりの各場面に積極的に参加・協働することが必要である。 

古賀市では、『古賀市環境基本計画』の循環に関する行動指針のひとつとして「限

りある資源を有効に使う、最適消費・最少廃棄のまちにしよう！」をキーワードに掲

げ、より一層の廃棄物の減量とリサイクルを推進していくものである。 

本計画は、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（以下「容

器包装リサイクル法」という。）第８条に基づき、容器包装廃棄物の分別収集におけ

る容器包装廃棄物の４Ｒ（リフューズ、リデュース、リユース、リサイクル）を推進

し、市民、事業者、市それぞれの役割や、具体的な推進方策を明らかにするとともに、

関係者が一体となって取り組むべき方針を示したものである。 

 

２ 基本的方向 

本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。 

（１） 廃棄物の排出抑制とリサイクルを主とした循環型社会の構築 

（２） 廃棄物の適正処理の推進による、地域環境の保全 

（３） 市民、事業者、市の協働による循環を基調としたまちづくり 

 

３ 計画期間 

  本計画の計画期間は平成２３年４月を始期とする５年間とし、３年ごとに改定する。 

 

４ 対象品目 

  本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容器

（無色、茶色、その他）、飲料用紙製容器、段ボール製容器、ペットボトル、プラス

チック製容器包装を対象とする。 



５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号） 

  排出される容器包装廃棄物の見込みは表１のとおりとする。 

    

表１ 容器包装廃棄物の排出量の見込み 

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

容器包装廃棄物 4,586t 4,590t 4,592t 4,570t 4,553t 

 

６ 容器包装廃棄物の排出の抑制のための方策に関する事項（法第８条第２項第２号） 

  排出される容器包装廃棄物の排出の抑制のための方策は、表２に示すとおりである。 

 

表２ 容器包装廃棄物の排出の抑制のための方策 

施策名 具体的内容 

古賀市まちづくり出前講座 ごみ問題について、市民の理解と関心を得ることを目的

に、自治会等の団体からの注文に応じてごみ減量、分別

収集についての出張講座を実施する。 

マイバッグキャンペーン 年一回市内大型スーパ－の店頭にて、買い物袋持参によ

るレジ袋削減運動を実施する。 

ごみ減量に関する普及・啓発 広報や各種イベント等の活用、啓発パンフレットの作成

等により、ごみ減量・リサイクルについての情報発信を

行う。 

古紙類等集団回収奨励金支給

制度 

古紙類等の集団回収を行う団体に対して回収量に応じ

た奨励金を支給することにより、市民団体等の資源回収

活動によるごみ減量化・リサイクルが促進されるよう支

援を行う。 

古紙類等回収拠点事業 市内２箇所に倉庫を設置し、古紙類等の無人回収を行

う。 

生ごみ処理機器購入費補助制

度 

家庭の生ごみたい肥化によるごみ減量を目的に、生ごみ

処理機器購入費の一部補助による支援を行う。 

 



７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集

に係る分別の区分（法第８条第２項第３号） 

  最終処分場の残余容量、処理施設の整備状況及び再商品化計画等を総合的に勘案し、

分別収集をする容器包装廃棄物の種類を表３左欄のように定める。段ボールについて

は、市民団体による集団回収を推進する。 

  また、市民の協力度、収集機材、選別施設等を勘案し、収集に係る分別の区分は、 

表３右欄のとおりとする。 

  なお、分別収集時には、ガラス、蛍光管、乾電池、金物、陶磁器等の不燃ごみを併 

せて収集するものとする。 

 

表３ 分別収集する容器包装廃棄物の種類及び分別の区分 

分別収集をする容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器 飲料缶 

主として        

ガラス製の 

容器 

びん 

主として紙製の容器であって飲料を充てんする

ためのもの（原材料としてアルミニウムが利用さ

れているものを除く。） 

紙パック 

主として段ボール製の容器 段ボール 

主としてポリエチレンテレフタレート（PET）製

の容器であって飲料又はしょうゆを充てんする

ためのもの 

ペットボトル 

主としてプラスチック製の容器包装であって上

記以外のもの 

その他プラスチック製容器包装 

発泡トレイ 

梱包材ほか 

 

無色のガラス製容器 

茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 



８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器

包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込み 

（法第８条第２項第４号） 

  本計画における分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び第２条第６項

に規定する主務省令で定める物の量の見込みは表４のとおりとする。 

 

表４ 特定分別基準適合物及び主務省令で定める物の量の見込み 

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量)

0t 135t 0t 136t 0t 137t 0t 137t 0t 137t

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量)

0t 76t 0t 77t 0t 78t 0t 78t 0t 78t

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量)

36t 0t 36t 0t 37t 0t 37t 0t 37t 0t

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量)

0t 35t 0t 35t 0t 36t 0t 36t 0t 36t

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量)

65t 1t 65t 1t 66t 1t 66t 1t 66t 1t

(引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量) (引渡量) (独自処理量)

0t 0 t 0t 0 t 0t 0 t 0t 0 t 0t 0 t

（うち白

色トレ

イ）

(合計)

0t 0t 0t 0t 0t

(合計) (合計) (合計) (合計)

茶色のガラス製容器

その他のガラス製容

器

主として紙製の容器

であって飲料を充て

んするためのもの

(原材料としてアル

ミニウムが利用され

ているものを除

く。）

主として段ボール製

の容器

76t 77t 78t 78t

主としてスチール製

の容器

主としてアルミ製の

容器

無色のガラス製容器

5t

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

5t 5t 5t 5t

6t

(合計) (合計) (合計) (合計) (合計)

６ｔ 6t 6t 6t

137t

(合計) (合計) (合計) (合計) (合計)

135ｔ 136t 137t 137t

78t

(合計) (合計) (合計) (合計) (合計)

36t 36t 37t 37t 37t

(合計) (合計) (合計)

9t

235t 238t 239t 239t

主としてプラスチッ

ク製の容器包装で

あって上記以外のも

の

主としてポリエチレ

ンテレフタレート

(PET)製の容器で

あって飲料又はしょ

うゆその他主務大臣

が定める商品を充て

んするためのもの

(合計) (合計)

35t 35t 36t

(合計) (合計)

66t 66t 67t 67t 67t

9t

(合計) (合計) (合計)

9t 9t 9t

36t 36t

236t

 



９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び容器包装

リサイクル法第２条第６項に規定する主務省令で定める物の量の見込みの算定方法 

 

  特定分別基準適合物等の量及び容器包装リサイクル法第２条第６項に規定する主務省

令で定める物の量の見込み 

  ＝直近年度の分別基準適合物等の収集実績×過去 5年間の人口変動率 

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

（対前年度比） 

100.68% 

（対前年度比） 

100.75% 

（対前年度比） 

100.81% 

（対前年度比） 

100.33% 

（対前年度比） 

99.94% 

58,584 人 59,022 人 59,502 人 59,698 人 59,663 人 

 

１０ 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 

  排出される容器包装廃棄物に関して、市民による収集作業の後、分別収集の各段階の

作業を実施する者（主体）は、表５のとおりとする。 

 

表５ 分別収集の実施主体 

容器包装廃棄物の種類 
収集に係る 

分別の区分 
回収・運搬段階 選別・保管等段階 

スチール製容器 
金
属 アルミ製容器 

飲料缶 市による定期回収 

無色のガラス製容器 

茶色のガラス製容器 ガ
ラ
ス その他のガラス製 

容器 

びん 市による定期回収 

飲料用紙製容器 紙パック 
市による定期回収、

公共施設拠点回収 

一部事務組合 

紙
類 

段ボール 段ボール 民間業者 民間業者 

ペットボトル ペットボトル 
市による定期回収、

公共施設拠点回収 

発泡トレイ 
市による定期回収、

公共施設拠点回収 

梱包材ほか 市による定期回収 

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク 

その他のプラスチッ

ク製容器包装 その他プラス

チック製容器

包装 

市による定期回収 

一部事務組合 

 



１１ 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号） 

   分別収集はステーション方式にて行い、収集容器、収集運搬に係る収集車、中間

処理を行う施設の種類は表６のとおりとする。 

. 

表６ 分別収集の用に供する施設の整備概要 

分別収集する 

容器包装廃棄物の種類 

収集に係る 

分別の区分 
収集容器 収集車 中間処理 

スチール製容器 

アルミ製容器 
飲料缶 袋 箱型車 

無色のガラス製容器 

茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 

びん コンテナ 塵芥収集車 

飲料用紙製容器 紙パック コンテナ 平ボディ車 

リサイクルプラザ

（選別・圧縮梱包 

施設） 

段ボール 段ボール 縛る 平ボディ車  

ペットボトル 
ペットボト

ル 
袋 箱型車 

発泡トレイ 袋 箱型車 

梱包材ほか 袋 箱型車 
その他のプラスチック

製容器包装 その他プラ

スチック製

容器包装 

袋 箱型車 

リサイクルプラザ

（選別・圧縮梱包 

施設） 

 

１２ その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項 

（法第８条第２項第７号） 

 

  （１）育成会、PTA 等の市民団体による集団回収をさらに推進するため、奨励金の

交付、優良団体の各種表彰制度への推薦等を行う。 

（２）学校教育や社会教育の場で、廃棄物の減量とリサイクル推進の啓発を行う。 

（３）廃棄物の減量化・資源化に関する独自の取組みや市民への働きかけ等を積極

的に行う優良事業所を表彰し、その活動を推進する。 

 


